
■ 池田市は、市内にある二つの駅前商店街の空き

店舗を活用し、「学生による商店街空き店舗活用事

業」を実施している。

阪急池田駅前の栄町商店街では、関西大学、関

西学院大学の学生らが、商店街関係者らと協力し

て、今年６月ごろの本格オープンを目指して計画

を検討するとともに、現在は週一回程度のペース

でプレイベントを開催している。

計画では、学生ボランティアが子ども達に勉強

を教えたり、高齢者にも協力を得て昔の遊びをす

る「学童保育」や、留学生が英会話を指導するス

ペースの設置などをが上がっているという。

また、阪急石橋駅近くの石橋商店街では、大阪

大学の学生らが、学生ブランド商品などを販売す

るチャレンジショップを、今年３月から運営する

予定。

■ 吹田市は、地元大学の学生らが企画、編集を行

った、観光ガイドブック「吹田時間（ＳＵＩＴＩＭＥ）」

を発行した。

地域活性化を推進するため、市と地域連携協定

を結ぶ関西大学が中心となり、同大学の学生や、

公募による地元市民、市の若手職員で構成する

「すいた観光情報研究会」により、産学民合同で取

材から編冊までが

行われた。

若者の感性や視

点を生かしながら、

万博記念公園をは

じめとする観光ス

ポットや、おすす

めの飲食店を紹介

しているほか、地

元にゆかりのある

有名人インタビューや、団地めぐりの記事を掲載

することで、吹田市の地域性が出ている冊子とな

っている。

同冊子は、Ａ４判で３２ページからなり、市役所

や観光センター、吹田歴史文化まちづくりセンタ

ー、市内の書店などで販売されている。

■ 東大阪市は、『幼児２人同乗自転車』を購入した

市民に対し、購入金額の半額補助（上限４万円）

を行っている。

補助の対象となるのは、市内に在住し、就学前児

童を２人以上養育しているなどの要件を満たす方。

一定の条件を満たす『幼児２人同乗自転車』を

市内販売店で購入し、領収書・保証書・住民票の

写しなどを市の担当窓口に提出すると、新車購入

時の一回に限り補助を受けることが出来る。

市では、安全基準を満たした自転車の利用促進

とともに、高額な『幼児２人同乗自転車』の購入

費を補助することで、子育て家庭の負担軽減につ

なげたい考え。

■ 四條畷市は、一人暮らしの高齢者を対象に、火

災警報器の無料配付を実施している。

四 條 畷 市  

東 大 阪 市  

吹 田 市  

池 田 市  
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対象者は、一人暮らしの高齢者で、昭和１９年

（１９４４年）１０月２日までに生まれた人。

市では、民生委員・児童委員が、把握可能な範

囲で対象者宅を巡回するとともに、全戸回覧・ホ

ームページ・広報で申し込みを呼びかけた。（申し

込みは平成２２年２月５日で終了）

全国では、平成１５年中の住宅火災による死者数

（放火自殺者等を除く）は、建物火災による死者数

の約９割を占め、住宅火災による死者の約７割が

逃げ遅れによるものとされている。

このような中、消防法及び四條畷市火災予防条

例の改正により、住宅用火災警報器等の設置が義

務付けられたのを受け、住宅火災による高齢者の

逃げ遅れを防ぐことが狙い。

● 刈谷市は、自治会や市民活動団体、企業、行政

などによる協働事例を紹介する「こらぼレポ」を

発刊した。

多様化、複雑化する市民のニーズを解決するに

は、各団体が地域の課題を「自分ごと」と捉え、

団体同士がお互いの役割を理解し、それぞれの特

長を活かしあいながら、協働することが重要との

考えから、発刊したもの。

「こらぼレポ」自体が、市とＮＰＯの協働によ

り作成されたもので、小学校と企業のボランティ

アの連携により、雑木林を環境教育の場として整

備する事例や、活動の目的を同じとする行政とＮ

ＰＯの協働による男女共同参画イベントの開催な

ど、８事例が紹介されている。

今後も、新たな協働事例をもとに、「こらぼレ

ポ」の発刊を継続させたい考え。

■ 相生市教育委員会は、遊びながら子ども達に生

活習慣や道徳心を養おうと、「相生っこ幸せかる

た」を作製した。

絵札のイラストは同市出身でもある「ど根性大

根　大ちゃん」の絵本作家みやざきあゆみさんが

担当した。読み札の文句はあらかじめ公募を行い、

計５２８点の中から４６点が採用され、「てあらいと

うがいでバイキン　やっつける」といった、日常

の生活で身につけるものから、「だいちゃんに　ま

けないからだと　どこんじょう」といった地域性

を感じられるものがある。

かるたは６００

セット作製さ

れ、市内の保育

所や幼稚園、小

学校に配布され

ている。

● 宇部市は、デジタルテレビを通じて、イベントやセ

ミナーの開催予定などの行政情報や宇部地域ＳＮＳ

（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）に掲載

されている地域情報などを配信する事業を開始する。

同市によると、地域ＳＮＳの情報発信をデジタ

ルテレビのデータ放送で配信するのは全国初の取

組という。

インターネット回線に接続されたデジタルテレ

ビを所有していれば、簡単なリモコン操作により、

地域情報を取得できる仕組み。郵便番号のエリア

ごとの情報配信や受信も可能としている。

市では、こうした取組により、災害発生時には、

防災情報などの配信を見込むとともに、パソコン

や携帯電話などを利用しない高齢者らの情報格差

を緩和したい考え。
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